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197576 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 (4F‐度)
資料 :総務庁統計局「科学技術研究調査報告」


























鉄 鋼 262 34 47 19 215 15
非 鉄 金 属 19 51 33 ▲  32 ▲ 30
化 rF 251 56 243 174 ▲ 118
石油・石炭・窯業 101 376 319 ▲ 275 ▲ 310
繊維・紙パルプ 51 49 20 ▲  15
く加_[組立産業〉
般 機 械 117 35 245 179 ▲ 128 ▲ 144
電 気 機 械 595 133 842 622 ▲ 243 ▲  489
輸 送 機 械 325 91 597 465 ▲ 273 ▲ 374
精 密 機 械 17 51 43 ▲  34 ▲  40
く製造業合計〉 2.056 514 2.886 2.058 ▲ 830 ▲1.544





























'81  '82  '83  '84  '85 '86  '87  '88 '89 '90    年
出所 :日本鉄鋼連盟 [1992]「わが国鉄鋼業の技術力」
図4 最近 5年間の鉄鋼分野別公開特許件数
*1:top six steel rnakers
・2:top five plus three Stainless
steel making (製鋼 )
finishing(表面処理 )




hCaVy plate     (厚増更|)
●2StainleSS Steel(ステンレス・ 条鋼 )
rod&l shape
elcctrical sheet(電磁鋼)
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製  品 日本が品質上優位に立つ製品 日本が品質上優位に立つ製品の主な用途
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[1995]は,第一の波 (1955～73年),第二の波 (73～91年),第二の波 (1991















































技術導入期 技術成熟期 技術高度化期 技術革新期
































































































































鉄 鋼 2,404 1.94 5.405 1.77
非 鉄 金 属 1,005 1.92 3,514 3.17
化学 (医療品除く) 5,945 3.00 29,810 6.31
石油・石炭・ 窯業 2,425 0.98 9,064 3.61
繊 維 ・ 紙 パ ル プ 550 0.97 5,604 1.99
く加工組立産業〉
般 機 械 3.027 2.74 21,313 4.25
電 気 機 械 19,382 5.10 89,824 8.66
輸 送 機 械 9,357 2.90 23.892 3.26
精 密 機 械 2,017 4.40 11,545 6.64
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35      40      45   46   47   48   49   50(4!二)
日  本 総理府統計局「科学技術研究調査報告」








対売上高比  (%)1.05 1.14 1.94 2.332.58
研 究 者 数  (人) 3.9424,4345,4056,1806,561





相対的な高さが浮かび上がってくる。製造業 トー タルでは米国 。西 ドイツの
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欧州 豪州・ アジア 日本
(日本を除く)(大手5社)
(単位 :%)
欧州  豪州・ アジア 日本
(日本を除く)(大手5社)
「1                                         1 ,民


































セスの日米比較―』遠田雄志訳,東洋経済新報社 (LeOnard H.Lynn,How Japan



































































































































第一技術研究所.  第二技術研究所 第二技術研究所
エレタトロニクス研究所
















































42)ダートウゾス他 [1989,邦訳 1990]『Made in America』(M hael L.Dertouzos et























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































5。 お わ りに
日本鉄鋼業のシステム的な変革を図るうえで,技術開発システムの変革は
革新的な意義を担う。キャッチアップ型からフロンティア型への転換は, ま
さに新技術体系や新製品コンセプ トの創出機能を作り出すことにある。
そのためには,パラダイムの転換が求められる。「物中心から人中心の指向
への切替え」,「現象対応型技術から現象出発原理回帰型への切替え」を図る
必要がある75)。 こうした切替えにあたって, 日本鉄鋼協会のリストラ(改組)
はパラダイム転換と組織の簡素化,および技術創出型の機能強化を同時に追
求している点で注目される。
しかし,鉄鋼各社が共同研究を最後の砦と位置付けているにもかかわらず,
そのオープン化や市場原理との共存のあり方が見えてこない。また,大ロユー
ザーとの関係においても,インヴィジブルな特殊規格を媒介にした関係の
オープン化への動きにまでは至っていない。こうしたシステム的な変革はパ
ラダイム転換を促すであろう。
その点で,総合商社が輸入鋼材の取り扱いに踏み切ったことは,鉄鋼メー
カーとの関係のオープン化の糸口になる可能性をはらんでいる。他方,鉄鋼
メーカーの側としては内口銭の廃止などが,システム変革において求められ
ている。
75)日本鉄鋼協会 [1995.4]前掲誌,7ページ。
